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地域交通サポート事業

地域で作ろう！自分たちにピッタリの交通手段
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　　地域交通サポート事業は、どのような人や

地域が対象ですか？

　　　例えば既存のバス路線が通っていない地域などで、

通院や買い物、通勤・通学、子どもの送迎等、生活に

密着した交通手段の導入を地域の力で実現したいと考

える町内会等、一定のまとまった地域の方々を対象と

考えています。

　なお、行政への陳情、要望を目的とした活動は対象

とならない旨ご了承願います。

　　運行事業者はどのように決めていくのですか？

また、例えば地域のボランティアや民間の送迎

サービスを活用する方法は考えられますか？

　　　運行事業者は、該当する地域の道路環境や交通

状況など、地域の実情を最も把握している事業者が担

い手となることが理想的です。地域で選んでいただく他、

関連する交通事業者の意見を聞いて選定することも可

能です。

　安全、安心かつ継続的な運行を行うためにも、バス、

タクシーによる運行が基本と考えています。	

　　実証運行までの行政からの財政支援はどの

ような内容ですか？

　　　主に調査費や実証運行費の一部に対して財政支援

を行います。調査費は、アンケートの実施や運行計画の

策定、実証運行の結果検証にかかる費用等です。実証運

行時には、バス停や必要最低限の車両整備への支援や運

行経費の赤字分の補填を行います。

　　本格運行に財政支援は行わないとのことです

が、もしも赤字が発生したらどうなるのですか？

運行開始後に廃止となる可能性もありますか？

　　　本格運行に移行した際に赤字経営とならないよ

う、地域の組織において、実証運行の段階で結果を十

分に検証し、対策を講じていただく必要があります。	

　また、運行開始後も、安定した利用者を確保するた

め、常に地域全体へ利用を促すなど、活動を継続して

いただく必要があります。

　しかしながら、やむを得ず利用者が減少した場合に

は、廃止するかどうかは一義的には運行事業者の判断

になりますが、その原因を行政や地域の皆様も交えて

分析していく必要があります。

　　立ち上げ段階では、地域はどのように話し

合いを開始すればよいのですか？

　　　自治会・町内会等一定程度まとまった組織の中

から、代表者を選定していただき、概ね5人以上が常に

参加できる定期的な話合いの場を設けていただくこと

が一般的です。

　話合いの場には、市の職員やコーディネーターを派

遣することができますので、相互に知恵を出し合いな

がら、実効性ある運行計画の策定に着手することとな

ります。	

　　地域でなぜ組織を設立する必要があるので

すか？また、組織及び活動内容は、どのような

イメージですか？

　　　本格運行を目指すためには、多くの方に利用し

ていただけるよう地域の盛り上がりを促すことが必要

です。そのためには、活動対象エリアの自治会・町内

会等の承諾を得た地域に根ざした組織が必要です。

　活動内容としては、地域のニーズを正確に把握した

り、取組内容を幅広く周知していくため、ニュースの

発行やアンケート調査の実施、運行計画の検討等とな

ります。
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“地域に適した交通手段の導入”を支援します！

　坂道が多い横浜では、既存バス路線がない地域などで、住民の方々が集まり、生活に密

着した交通手段の導入に向けて取組を行っているケースが多く見られます。

　地域交通サポート事業とは、このような地域の主体的な取組がスムーズに進むように、

運行に至るまでの事業の立ち上げに対して支援を行う事業であり、通院、買い物、通勤、

通学等様々な目的の方が一緒に乗りあって移動できる公共交通の実現を目指します。

① 安全・安心な 運行
　本格運行が実施される場合は、国から乗合バス事業の許可を得ている事業者による運行を基本とします。

② 地域の盛り上がり
　地域の交通手段を地域の力で実現していくという意識を醸成していくことによって、多くの方が利用し、将

来にわたって安定した運行を目指します。

③ 財政支援に 頼らない運行
　本格運行に対しては、行政から財政支援は行いません。車両は、事業者又は地域で確保していただき、運行

経費は運賃のほか、必要に応じ地域の資金(協賛金、自治会の負担金等)でまかなうことが前提となります。

地域交通サポート事業ってなに？ 地域交通サポート事業の取組事例
《 事業の概要》

《 基本的な考え方》

本格運行検討・企画立ち上げ

地域での定期的な
話し合い・会議

地域の交通手段を地域の力で実現するための取組開始 地域で検討組織を設立
詳細な運行計画の策定

運行事業者による
実証運行

地域公共交通会議の承認
本格運行開始

・地域の交通手段について、地域内で悩みが共有されたら市に相談

・地域主体の活動を開始

市職員の派遣 専門家による調査等
地域活動の進め方についてアド

バイスするコーディネーターの派

遣や、活動経費の助成

現地調査､運行計画案の作成支援

アンケートの作成､集計、分析等

◆走行実験や習熟運転の実施

◆バス停設置､最小限の車両整備等 

◆運行の赤字補填

　(最長1年間、500万円まで)

◆実証運行の結果検証

・行政の財政支援を受けずに収支が
　均衡する運行計画であること
・実証運行にかかる協定書(案)を策
　定し、支援申請書を提出

実証運行の支援
◆

◆

◆

要件

・活動対象地域全ての自治会・町内会か
　らの地域活動に対する承諾

要件

要件

地域が自ら検討し、取り組んでいく
という意志を持っていること

地域交通サポート事業の流れ

自分たちの
交通手段は

自分たちで作ろう！

病院へ行く
バスがない

家が急な
坂の上だ

学校が遠い

何かいい
交通手段は…買い物が

不便だ

自分たちのニーズにあった交通手段がない…

地域の力で
地域の交通手段を
実現させよう！

そうだ！
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地域の取組によって、事業者が既存バス路線の経路を変更し、運行する方式 
　　　駅までのアクセス問題について、地域の組織がバス事業者、本市と検

　　　討を続けた結果、バス路線が再編され、増便や最終バス時刻の繰り下

　　　げで利便性が向上し、経由地の変更により定時性が確保されました。

《横浜市戸塚区上矢部地区の場合》

事例

地域の取組によって、事業者がバス路線を新設し、運行する方式 

　　　４年間にわたり、地域の組織、バス事業者、横浜市の三者が検討を重

ね、路線バスの運行が開始されました。ルートの選定、バス停の位置といっ

た課題を粘り強く解決し、町内総出で第一便を迎えました。

《横浜市港南区日野ケ丘地区の場合》

事例

地域の活性化につなげよう

地域主体

地域のため

  利用者のため

地域の取組によって、小型の乗合バスを運行する方式 
　　　小雀町の西地区では、高齢化が進む一方、バス停まで遠い箇所もあり、

　　　地域の組織が中心となり検討を重ね、乗客定員13人の車両による小雀乗

　　　合バス「こすずめ号」の運行が開始されました。

《横浜市戸塚区小雀町の場合》

事例

実証運行

MARKETMARKET

運行手段、ルート、頻度、運賃等 運賃を取って実際に運行

・5人以上の住民等からなる地域活動を行
　う組織の登録

地域で
話し合いをしたら
横浜市道路局

または区役所まで
お気軽にご相談
ください。
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